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I 検討事項 

新世代モバイル通信システム委員会（以下「委員会」という。）は、情報通信審議会諮問

第 2038 号「新世代モバイル通信システムの技術的条件」（平成 28年 10月 12日諮問）のう

ち「地域ニーズや個別ニーズに応じて様々な主体が利用可能な第５世代移動通信システム

（ローカル５Ｇ）の技術的条件等」について検討を行った。 

 

II 委員会、作業班の構成 

委員会の構成は別表１のとおりである。 

委員会の下に、委員会の「地域ニーズや個別ニーズに応じて様々な主体が利用可能な第５

世代移動通信システム（ローカル５Ｇ）の技術的条件等」に関する調査を促進することを目

的として、ローカル５Ｇ検討作業班を設置した。ローカル５Ｇ検討作業班の構成は別表２の

とおりである。 
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III 検討経過 

１ 委員会での検討 

第 11 回委員会（平成 30 年 12 月 3 日）から第 13 回委員会（平成 31 年５月 XX 日）に

おいて、ローカル５Ｇの技術的条件等についてとりまとめを行った。 

① 第 11回委員会（平成 30年 12月 3日） 

ローカル５Ｇ検討作業班の設置並びに委員会、技術検討作業班及びローカル５Ｇ

検討作業班の今後の検討スケジュールについて検討を行った。 

② 第 12回委員会（平成 31年４月 XX日） 

ローカル５Ｇ検討作業班における検討状況についての報告を行った。 

③ 第 13回委員会（平成 31年５月 XX日） 

ローカル５Ｇに関する委員会報告案及び報告の概要案のとりまとめを行った。 

 

２ ローカル５Ｇ検討作業班での検討 

① 第１回ローカル５Ｇ検討作業班（平成 30年 12月 12日） 

構成員等から、ローカル５Ｇ等の利用イメージについてプレゼンテーションが行

われた。また、今後の進め方等について説明があった。 

② 第２回ローカル５Ｇ検討作業班（平成 30年 12月 26日） 

構成員等から、ローカル５Ｇ等の利用イメージについてプレゼンテーションが行

われた。 

③ 第３回ローカル５Ｇ検討作業班（平成 31年１月 10日） 

構成員等から、ローカル５Ｇ等の利用イメージについてプレゼンテーションが行

われた。また、これまでの構成員等からのプレゼンテーションを踏まえ、論点整理

が行われた。 

④ 第４回ローカル５Ｇ検討作業班（平成 31年２月１日） 

28GHz 帯ローカル５Ｇ及び地域ＢＷＡ帯域における自営ＢＷＡ利用の導入につい

て、方向性案及び干渉検討結果が示され、検討が行われた。 

⑤ 第５回ローカル５Ｇ検討作業班（平成 31年２月 28日） 

ローカル５Ｇの技術的条件等に関する委員会報告骨子案について検討が行われた。 

⑥ 第６回ローカル５Ｇ検討作業班（平成 31年３月 14日） 

ローカル５Ｇの技術的条件等に関する委員会報告案及び報告の概要案について検

討が行われた。 
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IV 検討概要 

 調査検討の背景等 

 ローカル５Ｇへの期待 

第５世代移動通信システム（以下、「５Ｇ」という。）は、第４世代までの従来のモ

バイルサービスに対して、更なる超高速、大容量化を実現していることに加え、「超

低遅延」「多数同時接続」といった技術革新を実現することで、多種多様なニーズに

応じて柔軟に無線通信システムの利用環境を提供することが可能となっている。 

このため、自動車、医療、建設業、産業機械、スマートメータなどの様々な事業分

野において５Ｇの利活用が進むことにより、新しいビジネスの創出等への期待が高ま

っている。 

 

 
出典：新世代モバイル通信システム委員会報告（平成 30 年 7 月） 

図 1 IoT時代の ICT基盤である５Ｇの特徴  

 

一方、このように通信ニーズの多様化が進む中で、特にセキュリティレベルや網構

成をはじめとして、それぞれの目的に特化した高度な無線通信システムの利用環境を

柔軟に構築したいというニーズが増えつつある。 

また、我が国においては、少子高齢化による労働人口の減少が急速に進むことによ

り、今後、特に地域において産業が衰退したり、日常生活の維持が困難になることが

懸念されている。 
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５Ｇは、ＩｏＴ時代のICT基盤



4 
 

５Ｇは、このような新しい通信ニーズに柔軟に対応し我が国の経済の活性化を実現

することや、地域が抱える様々な社会課題を解決していく切り札として期待されてい

るところである。 

このため、本委員会では、携帯電話事業者による５Ｇの全国サービスの提供に加え、

地域のニーズや産業分野の個別ニーズに応じて、様々な主体が柔軟に構築／利用可能

な第５世代移動通信システムを「ローカル５Ｇ」として、その基本コンセプトに加え、

周波数割当ての基本方針及び技術的条件等について検討を行った。 

  



5 
 

 地域ＢＷＡ帯域への自営ＢＷＡ利用導入について 

地域ＢＷＡについては、電波の更なる有効利用のための方策をとりまとめた「電波

有効利用成長戦略懇談会 報告書（平成 30年 8月）」において、『地域ＢＷＡが利用さ

れていない地域・時間帯については、（中略）ホワイトスペースと同様に、周波数共

用を推進することが適当である。』と指摘されたところである。 

一方、５Ｇについては、導入当初は、４Ｇのインフラを基盤として動作する無線ア

クセスネットワーク（NSA：Non Stand Alone）構成で運用が開始され、その後５Ｇ普

及期において、独立した５Ｇコアネットワークの導入、５Ｇのみで動作する無線アク

セスネットワーク（SA：Stand Alone）構成による運用へと移行するシナリオが想定

されている（図２）。 

このため、自営等の目的で構築されるローカル５Ｇについても、当初の段階では NSA

と同様のシステム構成を実現できるようにする必要性が指摘されている。 

 

 
出典：新世代モバイル通信システム委員会報告（平成 30 年 7 月） 

図 2 ４Ｇから５Ｇへの移行シナリオ 

 

また、ローカル５Ｇにより自営等の独自ネットワークを構築する上で、５Ｇが比較

的高周波数帯を利用するため、面的なエリアカバーが難しいことが課題となっている。

その点、面的なエリアカバーが比較的容易で、４Ｇ（LTE）技術を活用する地域ＢＷ

Ａに割り当てられている帯域を利用して、LTEによる自営通信システムを構築し、ロ

ーカル５Ｇと組み合わせてネットワークを構築することが有効であるとの指摘があ

る。 
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このため、本委員会では、ローカル５Ｇと LTE 技術によるシステムを組み合わせて

自営等ネットワークを構築することを可能とするため、一定の条件のもとで地域ＢＷ

Ａの帯域（2575-2595MHz）を利用して、LTE技術による自営通信システム（自営ＢＷ

Ａ）の導入を可能とするための技術的条件等についても検討を行った。 
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 ローカル５Ｇの概要 

 ローカル５Ｇの基本コンセプト 

ローカル５Ｇは、地域ニーズや個別ニーズに応じて様々な主体が柔軟に利用するこ

とが可能な無線通信システムであり、以下のように様々な分野・場所における利用が

想定される（図 3）。 

  

 
出典：ローカル５G 検討作業班 第一回会合 玉木構成員（日立国際電気 (株)）発表資料を元に作成 

図 3 ローカル５Ｇのサービスイメージ 

 

このようにローカル５Ｇは、全国サービスとは別に、地域のニーズや産業分野の個

別ニーズに応じて、様々な主体が柔軟に構築／利用可能なものであり、基本コンセプ

トとしては、まずは、 

① 第５世代移動通信システム（５Ｇ）を利用していること 

② 地域において、ローカルニーズに基づく比較的小規模な通信環境を構築するも

のであること 

とすることが適当である。 
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また、ローカル５Ｇは、基本的に自営目的の利用を想定しているが、その基本コン

セプトにあるように、地域に密着した多様なニーズに対応することが期待されている

が、その点を踏まえると、無線技術やネットワーク技術等について専門的な知識のな

い利用者や地域の企業等にこそ、多くの潜在的なニーズがあることが想定され、ロー

カル５Ｇがそれに決め細やかに応えていくことが重要になる。 

このようなケースでローカル５Ｇを円滑に普及させていくためには、地域の通信事

業者等が、その地域における様々なニーズを決め細やかにくみ取りながら、地域の企

業等の個別ニーズに応えるためのネットワークを構築し、電気通信役務として提供す

ることも有効である。 

このため、ローカル５Ｇにおいては、自営通信のみならず電気通信役務としての提

供も可能とすることが適当であり、 

③ 無線局免許を自ら取得することも、免許取得した他者のシステムを利用するこ

とも可能であること 

を基本コンセプトの３つ目の要素として位置づけることが適当である。 
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 ローカル５Ｇ用の周波数確保に向けて 

５Ｇの全国サービスについては、2020 年の東京オリンピック・パラリンピックま

での商用化に向けて、平成 30年７月に、3.7GHz帯、4.5GHz帯及び 28GHz帯の早期に

割当てるための共用検討や技術的条件についてとりまとめ、一部答申したところであ

る。 

その答申を踏まえて、平成 31年４月 10日（予定）に、3.6-4.1GHz（100MHz×５枠）、

4.5-4.6GHz（100MHz×１枠）、27.0-28.2GHz（400MHz×３枠）及び 29.3-29,5GHz

（400MHz×１枠）の周波数が割当てられている。 

本委員会では、今回、ローカル５Ｇについて、一部答申の中で５Ｇ用帯域として検

討された周波数のうち、上記の全国サービス向け以外の帯域である 4.6-4.8GHz 及び

28.2-29.1GHz の周波数を対象に技術的条件や共用条件等を検討することとした（図 

4）。 

また、それらの帯域のうち 28.2-28.3GHzの 100MHzについては、一部答申をとりま

とめる際に詳細な干渉検討等を行っており、他の帯域と比べて検討事項が少ないこと

から、先行して技術的条件等を取りまとめることとした。 

なお、今後、4.6-4.8GHz及び 28.3-29.1GHzの周波数における技術的条件等につい

ても継続的に検討を行い、共用条件等が整理された帯域から順次取りまとめを行うと

ともに、その際、今回技術的条件等を先行的に取りまとめた 28.2-28.3GHz について

も、必要であれば追加の検討を行うことが適当である。 

 

 

図 4 ローカル５Ｇの候補帯域の状況 
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 28.2-28.3GHz におけるローカル５Ｇの電波の割当

ての基本方針 

ローカル５Ｇは、様々な分野／場所における利用が期待されるため、電波の割当ての

基本方針は、可能な限り制限事項が少ないことが望ましい。 

しかしながら、広範囲に他者の土地まで含めて面的カバーを行った場合、当該エリア

内に存在する企業や敷地等においては、そもそもローカル５Ｇの中心的なニーズとして

想定している自営目的の利用ができなくなる可能性があることから、慎重な議論が必要

である。 

このため、先行して検討を行う 28.2-28.3GHzの 100MHz を利用するローカル５Ｇにつ

いては、まずは自らの建物や土地の範囲内でシステムを構築する場合（システム構築を

他人に依頼する場合を含む。）を中心に検討を行った。 

なお、広範囲に他者の土地まで含めてカバーする場合のルール等については、28.2-

28.3GHz の 100MHz の帯域以外の 4.6-4.8GHz 及び 28.3-29.1GHz の技術的条件等と合わ

せて今後検討することとする。 

 28.2-28.3GHzの免許主体の範囲 

 所有者利用等 

「自己の建物内」又は「自己の土地の敷地内」で、建物又は土地の所有者等（賃

借権や借地権等を有し、当該建物又は土地を利用している者を含む。以下、同じ。）

に免許することを基本とする。また、当該所有者等からシステム構築を依頼された

者も、依頼を受けた範囲内で免許取得を可能とする。 

 他者土地利用 

当面の間は、「他者の建物又は土地内」（免許を希望する者が所有者等ではない又

は所有者等の依頼を受けていない建物又は土地）におけるローカル５Ｇについては、

その利用方法やルール等について慎重な議論が必要である。 

このため、ルール等が確定するまでの当面の間は、上記の「所有者利用等」以外

のスペースでの利用については、やみくもに面的カバーが進んでしまうことが無い

ように利用を限定する必要がある。具体的には、固定通信（原則として無線局を移

動させずに利用する形態）に限定することが適当である。 
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その際、「他者の建物又は土地内」においては、当該土地の所有者等がローカル

５Ｇ帯域を利用しない場合に限り、ローカル５Ｇの免許取得を可能とすることとす

る。なお、この場合において、免許取得後に、当該土地の所有者等がローカル５Ｇ

を利用することとなった場合には、当該土地の所有者等が利用するローカル５Ｇ無

線局に混信を与えないように協議等を行い、空中線位置や方向の調整等を行う事を

免許の条件とする。 

 

 
図 5 ローカル５Ｇの利用イメージ 
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 全国キャリア向け帯域との関係について 

携帯電話サービス用及び広帯域移動無線アクセスシステム用の周波数（地域ＢＷＡ

用周波数（2575-2595MHz）を除く）帯域（以下、「全国キャリア向け帯域」という。）

の利用と、ローカル５Ｇの帯域の利用についての関係は、当面の間、以下のとおりと

する。 

なお、4.6GHz-4.8GHz 及び 28.3-29.1GHz においては、必ずしも以下の考えずに縛

られずに今後検討を行うこととする。また、28.3-28.3GHzについても必要に応じて追

加検討することがある。 

①  ローカル５Ｇはローカルニーズに基づく比較的小規模な通信環境を構築する

ものであり、全国キャリア（全国キャリア向け帯域を使用する電気通信事業者）

のサービスを補完することを目的として、ローカル５Ｇ帯域を利用することは、

ローカル５Ｇの本来の主旨に反するため不可とする。 

例えば、ローカル５Ｇの帯域と全国キャリア帯域をキャリアアグリゲーショ

ンして全国キャリアの利用者向けサービスを提供することや、基本的に全国キ

ャリアの利用者しか利用できない Wi-Fi 設置のための伝送路としての利用など、

全国キャリアのサービスを実質的に補完するようなローカル５Ｇ帯域の利用は

不可とする。 

②  ローカル５Ｇのサービスを補完することを目的として、全国キャリア帯域を

利用することは可能とする。これは、ローカル５Ｇ利用者が敷地外に端末を持

ち出した際に、全国キャリア網を使うことなどを想定している。 

③  全国キャリアについては、割当てを受けた全国サービス向けの５Ｇ帯域の利

用をまずは優先すべきであることや、全国キャリア向け帯域で、基本的にロー

カル５Ｇと同様のサービスを提供可能であること等を考慮し、当面の間、ロー

カル５Ｇ帯域の免許取得は不可とする。 

ただし、全国キャリアが、ローカル５Ｇの免許自体を取得せずに、第三者の

ローカル５Ｇシステムの構築を支援することは可能とする。 

④  なお、一定期間経過後に、ローカル５Ｇ帯域の利用状況を踏まえ、電波の有

効利用の観点から必要な見直しを行うことが適当である。 

  



13 
 

 電波の有効利用確保について 

一定期間経過後に、28.2-28.3GHzの周波数の利用度が低い（免許人が少ない若しく

は地理的カバー率が低い等）ことが明らかになった場合には、ローカル５Ｇの帯域の

利用方法の見直しを検討することが適当である。 

また、同様に、理由なく電波の利用効率の悪い技術を活用していること等が明らか

になった場合には、より利用効率の高い技術の活用を促す等、電波の利用状況を把握

し、有効利用確保に向けた取組を行うことが必要である。 
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 28GHz帯におけるローカル５Ｇの干渉検討 

 新たな干渉検討が必要な事例について 

 新世代モバイル通信システム委員会報告（平成 30年７月）おける 28GHz

帯の干渉検討内容及び結果の概要 

28GHz帯（27.0-29.5GHz）の周波数については、新世代モバイル通信システム委

員会にて図 6 に示す５Ｇ候補周波数帯と同一周波数帯及び隣接周波数帯の関係に

ある各システムとの干渉検討が行われ、平成 30 年７月にその結果が報告されてい

る。 

 

 

出典：新世代モバイル通信システム委員会報告 概要（平成 30 年 7 月） 

図 6 28GHz帯の利用／計画状況 

 

干渉検討の組合せを表 1に、また干渉検討結果の概要を表 2に示す。 

 

表 1 28GHz帯における干渉検討の組合せ 

 
出典：新世代モバイル通信システム委員会報告 概要（平成 30 年 7 月） 



15 
 

表 2 28GHz帯における干渉検討の結果の概要 

 
出典：新世代モバイル通信システム委員会報告 概要（平成 30 年 7 月）を元に作成 

 

５Ｇシステム同士の干渉検討については、隣接周波数で運用する場合において、

ネットワーク同期（各システムが利用する上り及び下りリンクの時間比率を同じ割

合に設定し、その送受信タイミングを時間的に同期させること）をすることにより、

ガードバンドなしで共用可能と報告されているが、非同期での運用については、検

討が行なわれておらず、また、同一周波数で近接して運用する場合の検討も行われ

ていない状況にある。 

 追加の干渉検討が必要な事例について 

28GHz 帯のうち 28.2-29.1GHz での運用が見込まれるローカル５Ｇでは、新世代

モバイル通信システム委員会報告（平成 30 年７月）の技術的条件を踏襲すること

で、基本的に、同委員会報告の干渉検討結果をそのまま活用することが可能である。 

ただし、ローカル５Ｇの割当方法を踏まえ、５Ｇシステム同士の干渉検討につい

て、次の２つの干渉検討を追加で行う必要がある。  
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ローカル５Ｇ免許人同士が近接する場合の干渉検討 

同一周波数を地理的に離れて使用する２つのローカル５Ｇ免許人のサービス

エリアが近接する場合については、干渉検討が行われていないため、新たな検討

が必要である。 

図 7 に、ネットワーク同期している２つのローカル５Ｇ免許人のサービスエ

リアが近接する場合の干渉状況のイメージを示す。同期している場合には、基地

局同士、移動局同士は同じタイミングで電波を発射することから、検討が必要な

干渉の組合せは、「基地局（与干渉）→移動局（被干渉）」及び「移動局（与干渉）

→基地局（被干渉）」となる。 

 

 

図 7 ローカル５Ｇ免許人同士が近接する場合の干渉検討（同期運用時） 

 

図 8 に、ネットワーク同期していない２つのローカル５Ｇ免許人のサービス

エリアが近接する場合の干渉検討のイメージを示す。同期していない場合には、

「基地局（与干渉）→移動局（被干渉）」及び「移動局（与干渉）→基地局（被干

渉）」の組合せに加え、「基地局（与干渉）→基地局（被干渉）」及び「移動局（与

干渉）→移動局（被干渉）」の組合せの干渉検討が必要となる。 

  

図 8 ローカル５Ｇ免許人同士が近接する場合の干渉検討（非同期運用時） 

ローカル５Ｇ基地局 

（免許人 A） 

移動局 

基地局 基地局 

ローカル５Ｇ基地局 

（免許人 B） 

通信可能エリア 

（サービスエリア） 
通信外エリア 

ローカル５Ｇ基地局 

（免許人 A） 

移動局 

ローカル５Ｇ基地局 

（免許人 B） 

基地局 基地局 

移動局 
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 隣接周波数帯を利用する事業者と非同期で運用する場合の干渉

検討 

隣接周波数帯を利用する事業者（携帯電話事業者）と非同期で運用する場合に

ついては、干渉検討が行われていないため、新たな検討が必要である。 

図 9 に、ローカル５Ｇ免許人と隣接周波数帯を利用する事業者が非同期運用

する場合の干渉検討のイメージを示す。「基地局（与干渉）→移動局（被干渉）」、

「移動局（与干渉）→基地局（被干渉）」、「基地局（与干渉）→基地局（被干渉）」

及び「移動局（与干渉）→移動局（被干渉）」の組合せの干渉検討が必要となる。 

 

 
図 9 隣接周波数帯を利用する事業者と非同期で運用する場合の干渉検討 

 本報告書の干渉検討の範囲について 

本報告書で技術的条件等を取りまとめるローカル５Ｇ用の周波数（28.2-

28.3GHz）は、全国サービス向けの５Ｇ帯域に隣接していることから、非同期運用

をする場合は、全国サービス向けの５Ｇ帯域との間にガードバンドを設ける必要

がある一方で、ローカル５Ｇ用の周波数の帯域幅は 100MHzであることから、ガー

ドバンドを設けると利用可能な帯域幅が極端に少なくなることが想定される。 

以上を踏まえ、当面の間は、隣接周波数を利用する全国キャリアの５Ｇシステ

ムとネットワーク同期した運用をすることが基本となると考えられることから、

本報告書においては、ネットワーク同期する運用を前提として干渉検討を行う。 

  

ローカル５Ｇ基地局 

（ローカル５Ｇ免許人） 

移動局 

携帯電話５Ｇ基地局 

（携帯電話事業者） 

移動局 

基地局 基地局 

サービスエリア サービスエリア 
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 干渉検討の方法 

 干渉検討モデル 

「３．１ 28.2-28.3GHzの免許主体の範囲」に記載の通り、ローカル５Ｇでは、

建物内を想定した屋内利用と敷地内等を想定した屋外利用が考えられるため、これ

らを組合せて、「屋外（与干渉）→屋内（被干渉）」に加えて、「屋外（与干渉）→屋

内（被干渉）」及び「屋内（与干渉）→屋内（被干渉）」の３つの干渉経路が想定さ

れる。 

これらの干渉経路を踏まえつつ、「４．１．３ 本報告書の干渉検討の範囲につ

いて」に記載の通りネットワーク同期した運用を前提として作成した干渉検討モ

デルを図 10に示す。 

なお屋内同士の干渉検討モデルにおいては、同一建物内の「隣室」（間にある壁

が１枚）のケースと、建物が異なる「別建物」（間にある壁が２枚）のケースと両

方の検討を行う。また、移動局の屋内利用においては、通常は天井に設置された

基地局と通信することが想定されるため、空中線指向特性が上向き（90度）とな

るが、基地局と端末の位置関係により斜め上方に空中線が向くケースも想定し、

最大で水平（０度）となるケースでの干渉検討も行う。 

 

① 基地局（与干渉）→移動局（被干渉） 

 

② 移動局（与干渉）→基地局（被干渉） 

 

図 10 干渉検討モデル（同期運用時） 
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19 
 

 最悪値条件による検討 

共用に必要な離隔距離を求める手法として原則、1対 1対向の最悪値条件による

干渉計算を実施する。最悪値条件による干渉計算のイメージを図 11に示す。 

 

 

図 11 最悪値条件による干渉計算のイメージ 

 

被干渉帯域における干渉量がゼロとなるような条件を求める方法として、離隔距

離を長くして伝搬ロスを大きくすることが一般的には考えられるが、建物の壁によ

る減衰を考慮した屋内利用や、与干渉局の設置環境や設置状況を調整するサイトエ

ンジニアリングによる手法等も考えられる。 

なお、屋内利用においては、壁による干渉電力の減衰（建物侵入損）が期待でき、

その値については勧告 ITU-R P.2109を参照した。28GHz 帯における建物侵入損を、

図 12及び表 3に示す。なお、場所率は 50％と設定し、建物の種別については標

準的な Traditional値を用いた。 

与干渉帯域 被干渉帯域 

許容干渉電力 

干渉量 

送信電力 

離隔距離 

伝搬ロス 

アンテナ指向減衰 

付加損失など 
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図 12 28GHz帯の建物侵入損 

  

表 3 28GHz帯の建物侵入損 
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 電波伝搬モデルについて 

同一周波数を使用する５Ｇ相互間における 1 対 1 対向の最悪値条件による計算

では、基本的にそれぞれのサービスエリアが重なることはないため、見通し（LOS：

Line of Sight）条件で適用される自由空間伝搬式のみでは実態を十分に再現でき

ない可能性がある。 

このため、同一周波数を使用するシステム相互間の検討で、過去に地域ＢＷＡに

おいて実施された見通し外（NLOS：Non Line of Sight）条件での干渉検討を参考

に、28GHz帯で適用可能な NLOS伝搬式を用いた干渉検討を実施した。 

NLOS伝搬式は勧告 ITU-R P.1411 を参照した。表 4に干渉検討の組合せに使用し

た伝搬式の関係を示す。 

 

表 4 干渉検討に使用した伝搬式 

干渉の組合せ 屋外→屋外 屋外→屋内 屋内→屋内 

基地局→移動局 
over roof-top 

モデル 注 

over roof-top 

モデル 注 
自由空間伝搬式 

移動局→基地局 
over roof-top 

モデル 注 
自由空間伝搬式 自由空間伝搬式 

注 勧告 ITU-R P.1411-9（06/2017）Propagation data and prediction methods for the 

planning of short-range outdoor radio communication systems and radio local area 

networks in the frequency range 300MHz to 100GHz 

 

「屋外（与干渉）→屋外（被干渉）」及び「基地局（与干渉）→移動局（被干渉）

における屋外（与干渉）→屋内（被干渉）」の干渉経路では、最初に LOS 伝搬（自

由空間伝搬）による離隔距離を調べ、次に NLOS伝搬（over roof-topモデル）によ

る現実的な離隔距離を求めた。「移動局（与干渉）→基地局（被干渉）における屋

外（与干渉）→屋内（被干渉）」及び「屋内（与干渉）→屋内（被干渉）」の干渉経

路については、建物侵入損の効果のみで十分に現実的な離隔距離が算出されること

から、LOS伝搬による離隔距離を求める形とした。 
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 干渉検討諸元 

 干渉検討に用いる基地局の諸元 

干渉検討に用いる基地局の諸元は、新世代モバイル通信システム委員会報告

（平成 30 年７月）の「５．２．１ 基地局の干渉検討で用いる諸元」を基本的

に踏襲する。 

なお、本報告書における干渉検討では、屋内における干渉検討もモデル化をし

ているため、天井に配置された基地局の空中線指向特性として、下向き 90 度の

空中線指向特性も必要となる。このため、勧告 ITU-R M.2101に基づき下向き 90

度の空中線指向特性を算出した。 

表 5 に干渉検討に用いる基地局の送信側及び受信側の諸元を示す。また、干

渉検討に用いる基地局の空中線指向特性を、図 13及び図 14に示す。なお、下

向き 90 度の空中線指向特性においては、移動局と正対する条件下の計算で利用

するため水平面指向特性は考慮しない。 
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表 5 干渉検討に用いる基地局の諸元 

(a) 送信側 

項 目 
設定値 

備 考 
屋外 屋内 

空中線電力 5dBm/MHz 0dBm/MHz 注 1 

空中線利得 
約 23dBi 

素子当たり 5dBi、素子数 8×8 
注 1 

送信系各種損失 3dB 注 1、3 

等価等方輻射電力（EIRP） 25dBm/MHz 20dBm/MHz 注 1 

空中線指向特性（水平、垂直） 勧告 ITU-R M.2101 注 1 

機械チルト 10度 90度 注 1 

空中線高 6、15m 3m 注 1 

送信帯域幅 400MHz-2GHz  

隣接チャネル漏えい電力 

下記または-13dBm/MHzの高い値 

-28dBc（チャネル帯域幅 MHz 離調） 

※参照帯域幅は当該チャネル帯域幅

の最大実効帯域幅 

注 2 

スプリアス領域における 

不要発射の強度 
-13dBm/MHz 注 1、2 

 

(b) 受信側 

項 目 
設定値 

備 考 
屋外 屋内 

許容干渉電力（帯域内干渉） -110dBm/MHz（I/N=-6dB、NF=10dB） 注 1 

空中線利得 
約 23dBi 

素子当たり 5dBi、素子数 8×8 
注 1 

受信系各種損失 3dB 注 1 

空中線指向特性（水平、垂直） 勧告 ITU-R M.2101 注 1 

機械チルト 10度 90度 注 1 

空中線高 6、15m 3m 注 1 

注 1 ITU-R における共用検討に基づく（Document 5-1/36-E） 

注 2 3GPPの標準仕様に基づく 

注 3 同一周波数の干渉検討で考慮。隣接周波数の干渉検討においては、不要発射の強度の値

が総合放射電力（空間に放射される電力の合計値）で規定されているため考慮しない。 
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図 13 基地局の空中線指向特性［チルト 10度（下向き）］ 

 

 

図 14 基地局の空中線指向特性（垂直面）［チルト 90度（下向き）］ 
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 干渉検討に用いる移動局の諸元 

干渉検討に用いる移動局の諸元は、新世代モバイル通信システム委員会報告

（平成 30 年７月）の「５．２．２ 陸上移動局の干渉検討で用いる諸元」を基

本的に踏襲する。 

なお、本報告書における干渉検討では、屋内における干渉検討もモデル化をし

ているため、天井に配置された基地局と通信を行う移動局の空中線指向特性とし

て、上向き 90度の空中線指向特性も必要となる。このため、勧告 ITU-R M.2101

に基づき上向き 90度の空中線指向特性を算出した。 

表 6 に干渉検討に用いる移動局の送信側及び受信側の諸元を示す。また、干

渉検討に用いる移動局の空中線指向特性を、図 15及び図 16に示す。なお、上

向き 90 度の空中線指向特性においては、基地局と正対する条件下の計算で利用

するため水平面指向特性は考慮しない。 
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表 6 干渉検討に用いる移動局の諸元 

(a) 送信側 

項 目 設定値 備 考 

空中線電力 23dBm 注 2 

空中線利得 20dBi 注 2 

送信系各種損失 0dB 注 2 

等価等方輻射電力（EIRP） 
17dBm/MHz（400MHz） 

14dBm/MHz（800MHz） 
注 2 

空中線指向特性（水平、垂直） 勧告 ITU-R M.2101 注 1 

空中線高 1.5m 注 1 

送信帯域幅 400MHz、800MHz  

隣接チャネル漏えい電力 -17dBc 注 2 

スプリアス領域における不要発

射の強度 
-13dBm/MHz 注 1、2 

その他損失 4dB（人体吸収損） 注 1 

 

(b) 受信側 

項 目 設定値 備 考 

許容干渉電力 -110dB/MHz（I/N=-6dB、NF=9dB） 注 1 

空中線利得 20dBi 注 2 

受信系各種損失 0dB 注 2 

空中線指向特性（水平、垂直） 勧告 ITU-R M.2101 注 1 

空中線高 1.5m 注 1 

その他損失 4dB（人体吸収損） 注 1 

注 1 ITU-R における共用検討に基づく（Document 5-1/36-E） 

注 2 3GPPの標準仕様に基づく 
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図 15 移動局の空中線指向特性［チルト 0度（水平）］ 

 

 
図 16 移動局の空中線指向特性（垂直面）［チルト 90度（上向き）］ 
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 干渉検討結果 

 基地局（与干渉）→移動局（被干渉）の干渉検討結果 

基地局（与干渉）→移動局（被干渉）の干渉検討結果を表 7に示す。 

「屋外（与干渉）→屋外（被干渉）」の干渉経路においては、LOS伝搬で干渉量が

ゼロとなる離隔距離は 46 ㎞となるが、NLOS 伝搬では 163m となることから、NLOS

環境となるようなサイトエンジニアリングや基地局の送信電力や空中線利得、空中

線指向特性等を調整することで共用可能と考えられる。 

「屋外（与干渉）→屋内（被干渉）」の干渉経路においては、屋内で利用する移

動局の空中線の方向を上向き方向 90 度と水平０度の２ケースで計算した。LOS 伝

搬で干渉量がゼロとなる離隔距離は最大で 4.5 ㎞となるが、NLOS 伝搬では 9～38m

の離隔距離となることから、他事業者と近接する場合には必要に応じて、基地局の

送信電力、空中線利得及び空中線指向特性等の調整や、より遮へい効果の高い壁を

導入する等の対策を行うことで共用可能と考えられる。 

「屋内（与干渉）→屋内（被干渉）」の干渉経路においては、LOS伝搬で干渉量が

ゼロとなる離隔距離は、「隣室」ケースで 4.2～18.3m、「別建物」ケースで 2.4～3.7m

となることから、他事業者と近接する場合には必要に応じて、基地局の送信電力、

空中線利得及び空中線指向特性等の調整や、より遮へい効果の高い壁を導入する等

の対策を行うことで共用可能と考えられる。 

 

表 7 基地局（与干渉）→移動局（被干渉）の干渉検討結果（離隔距離） 

屋外→屋外 屋外→屋内 屋内→屋内 

LOS条件 

離隔 46㎞ 

 

NLOS条件 

離隔 163m 

LOS 条件 

離隔 90m注 1 

離隔 4.5㎞ 注 2 

NLOS 条件 

離隔 9m注 1 

離隔 38m注 2 

隣室 

LOS 条件 

離隔 4.2m注 1 

離隔 18.3m注 2 

別建物 

LOS 条件 

離隔 2.4m注 1 

離隔 3.7m注 2 

注 1 屋内利用での移動局のアンテナ方向が上向き 90 度（天井方向）の場合 

注 2 屋内利用での移動局のアンテナ方向が 0度（水平方向）の場合 
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 移動局（与干渉）→基地局（被干渉）の干渉検討結果 

移動局（与干渉）→基地局（被干渉）の干渉検討結果を表 8に示す。 

「屋外（与干渉）→屋外（被干渉）」の干渉経路においては、LOS伝搬で干渉量が

ゼロとなる離隔距離は 18～36 ㎞となるが、NLOS 伝搬では 92～143m となることか

ら、NLOS 環境となるようなサイトエンジニアリングや通信環境を良好にすること

で移動局の送信電力が大きくならないようなサイト構築、移動局の送信電力制御を

すること等の調整で共用可能と考えられる。 

「屋外（与干渉）→屋内（被干渉）」の干渉経路においては、屋内で利用する基

地局の空中線の方向を下向き方向 90 度のケースで計算した。LOS 伝搬で干渉量が

ゼロとなる離隔距離は 13～27mとなることから、他事業者と近接する場合には必要

に応じて、より遮へい効果の高い壁を導入する等の対策を行うことで共用可能と考

えられる。 

「屋内（与干渉）→屋内（被干渉）」の干渉経路においては、LOS伝搬で干渉量が

ゼロとなる離隔距離は、「隣室」ケースで 4～27m、「別建物」ケースで 2～5mとなる

ことから、他事業者と近接する場合には必要に応じて、通信環境を良好にすること

で移動局の送信電力が大きくならないようなサイト構築や、移動局の送信電力制御

をすること等の調整や、より遮へい効果の高い壁を導入する等の対策を行うことで

共用可能と考えられる。 

 

表 8 移動局（与干渉）→基地局（被干渉）の干渉検討結果（離隔距離） 

 屋外→屋外 屋外→屋内 屋内→屋内 

100MHz 

システム 

LOS条件 

離隔 36㎞ 

 

NLOS条件 

離隔 143m 

LOS 条件 

離隔 27m 

隣室 
LOS 条件 

離隔 4.4m注 1 
離隔 27m注 2 

別建物 
LOS 条件 

離隔 2.7m注 1 
離隔 5.0m注 2 

200MHz 

システム 

LOS条件 

離隔 26㎞ 

 

NLOS条件 

離隔 115m 

LOS 条件 

離隔 19m 

隣室 
LOS 条件 

離隔 4.1m注 1 
離隔 19m注 2 

別建物 
LOS 条件 

離隔 2.4m注 1 
離隔 3.8m注 2 

400MHz 

システム 

LOS条件 

離隔 18㎞ 

 

NLOS条件 

離隔 92m 

LOS 条件 

離隔 13m 

隣室 
LOS 条件 

離隔 3.7m注 1 
離隔 13m注 2 

別建物 
LOS 条件 

離隔 2.1m注 1 
離隔 3.4m注 2 

注 1 屋内利用での移動局のアンテナ方向が上向き 90 度（天井方向）の場合 

注 2 屋内利用での移動局のアンテナ方向が 0度（水平方向）の場合 
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 干渉検討結果まとめ 
以上の結果を踏まえ、ネットワーク同期した運用時の 28GHz帯におけるローカル５

Ｇ免許人同士の干渉検討結果のまとめを表 9に示す。最大で見通し外条件で 160m程

度の離隔距離が必要となるが、隣接する免許人同士でサイトエンジニアリング等の調

整を行うことで共用を実現できると考えられる。 

 

表 9 28GHz帯におけるローカル５Ｇ免許人同士の干渉検討結果まとめ（同期運用時） 

 
注 チャネル帯域幅 100-400MHzシステムのうち、最も離隔の大きい 100MHzシステムの値 
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 今後必要となる干渉検討について 
ローカル５Ｇは、柔軟な無線通信システムの利用環境を構築したいというニーズに

基づいており、上りリンク及び下りリンクの時間比率を変える非同期運用が想定され

ることから、今後の検討事項としては、「４．１．２ 追加の干渉検討が必要な事例に

ついて」で記載したとおり、以下の２つのケースが考えられる。 

• ローカル５Ｇ免許人同士が近接する場合の干渉検討（非同期運用時） 

• 隣接周波数帯を利用する事業者と非同期で運用する場合の干渉検討 

 その他の事項 
衛星通信システムとの干渉検討において、「４．１．１ 新世代モバイル通信シス

テム委員会報告（平成 30 年７月）おける 28GHz 帯の干渉検討内容及び結果」に記載

の通り、基地局の設置状況の管理及び地球局近傍での干渉調整を適切に実施すること

で共用可能と考えられる。その管理方法等について、制度制定当初は総務省による基

地局数の把握に基づく管理をしつつ、中長期的な管理方法等については制度整備後の

ローカル５Ｇ局の免許状況を踏まえ、継続的に検討を行うこととする。 

隣接周波数帯を利用する事業者（携帯電話事業者）との干渉検討について、「４．

１．３ 本報告書の干渉検討の範囲について」に記載の通り、本報告書で技術的条

件等を取りまとめるローカル５Ｇ用の周波数（28.2-28.3GHz）と全国サービス向け

の５Ｇ帯域は隣接していることから、非同期運用をする場合は、全国サービス向け

の５Ｇ帯域との間にガードバンドを設ける必要がある。一方で、ローカル５Ｇ用の

周波数の帯域幅は 100MHzであることから、ガードバンドを設けると利用可能な帯域

幅が極端に少なくなることが想定されるため、当面の間は、隣接周波数を利用する

全国キャリアの５Ｇシステムとネットワーク同期した運用をすることで共用可能と

する。 
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 28.2GHz-28.3GHz におけるローカル５Ｇの技術的

条件 
ローカル５Ｇの技術的条件については、新世代モバイル通信システム委員会報告（平

成 30 年７月）を踏襲することを基本としつつ、当該報告がなされた後の 3GPP の議論の

結果を反映し、当面の間、以下の通りとする。 

 無線諸元 

 無線周波数帯 

28.2GHz-28.3GHzの周波数を使用すること。 

 キャリア設定周波数間隔 

設定しうるキャリア周波数間の最低周波数設定ステップ幅であること。 

60kHzとすること。 

 多元接続方式及び多重接続方式 

OFDM（Orthogonal Frequency Division Multiplexing：直行周波数分割多重）方

式及び TDM（Time Division Multiplexing：時分割多重）方式との複合方式を下り

回線（基地局送信、移動局受信）に、SC-FDMA（Single Carrier Frequency Division 

Multiple Access：シングル・キャリア周波数分割多元接続）方式又は OFDMA

（Orthogonal Frequency Division Multiple Access：直行周波数分割多元接続）

方式を上り回線（移動局送信、基地局受信）に使用すること。 

 通信方式 

TDD（Time Division Duplex：時分割復信）方式とすること。 

 変調方式 

 基地局（下り回線） 

QPSK（Quadrature Phase Shift Keying）、16QAM（Quadrature Amplitude 

Modulation）、64QAM又は 256QAM方式を採用すること。 

 移動局（上り回線） 

π/2 shift-BPSK（π/2 shift-Binary Phase Shift Keying）、QPSK、16QAM、

64QAM又は 256QAM方式を採用すること。 
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 システム設計上の条件 

 フレーム長 

フレーム長は 10msであり、サブフレーム長は 1ms（10サブフレーム／フレーム）

であること、スロット長は 0.25ms 又は 0.125ms（40 又は 80 スロット／フレーム）

であること。 

 移動局の送信電力制御 

移動局は、通信の相手方である基地局からの電波の受信電力の測定又は当該基地

局からの制御情報に基づき空中線電力が必要最小限となるよう自動的に制御する

機能を有すること。 

 電磁環境対策 

移動局と自動車用電子機器や医療用電子機器等との相互の電磁干渉に対しては、

十分な配慮が払われていること。 

 電波防護指針への適合 

電波を使用する機器については、基地局については電波法施行規則第 21 条の３

に適合すること。移動局については、情報通信審議会情報通信技術分科会電波利用

環境委員会における審議の結果を踏まえること。 

 移動局送信装置の異常時の電波発射停止 

次の機能が独立してなされること。 

ア 基地局が移動局の異常を検出した場合、基地局は移動局に送信停止を要求す

ること。 

イ 移動局自身がその異常を検出した場合、異常検出タイマのタイムアウトによ

り移動局自身が送信を停止すること。 

 他システムとの共用 

他の無線局及び電波法第 56 条に基づいて指定された受信設備に干渉の影響を与

えないように、設置場所の選択、フィルタの追加等の必要な対策を講ずること。 
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 無線設備の技術的条件 

 送信装置 

通常の動作状態において、以下の技術的条件を満たすこと。なお、本技術的条件

に適用した測定器の許容誤差については暫定値であり、3GPPの議論が確定した後、

適切な値を検討することが望ましい。 

 

ア キャリアアグリゲーション 

基地局については、一の送信装置から異なる周波数帯の搬送波を発射する場合

については今回の審議の対象外としており、そのような送信装置が実現される場

合には、その不要発射等について別途検討が必要である。 

移動局については、キャリアアグリゲーション（複数の搬送波を同時に用いて

一体として行う無線通信をいう。）で送信可能な搬送波の組合せで送信している

状態で、搬送波毎にウからサに定める技術的条件を満足すること。ただし、それ

ぞれの項目において別に定めがある場合には、この限りではない。 

 

イ アクティブアンテナ 

アクティブアンテナとは、複数の空中線素子及び無線設備を用いて１つ又は複

数の指向性を有するビームパターンを形成・制御する技術をいう。 

28GHz帯においては、空中線端子を有さないアクティブアンテナと組合せた基

地局及び空中線端子を有さないアクティブアンテナ又はノーマルアンテナと組

合せた移動局のみが定義されるため、全ての技術的条件における測定法は OTA

（Over The Air）によるものとする。 

基地局が複数のアクティブアンテナを組合せることが可能な場合は、各アクテ

ィブアンテナにおいてウからサの技術的条件を満足すること、ただし、それぞれ

の項目において別に定めがある場合は、この限りではない。 

 

ウ 周波数の許容偏差 

(ｱ) 基地局 

±（0.1ppm＋12Hz）以内であること。 

(ｲ) 移動局 

基地局の制御信号により指示された移動局の送信周波数に対し、±0.105ppm

以内であること。 
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エ スプリアス領域における不要発射の強度 

スプリアス領域における不要発射の強度の許容値は、以下の表に示す値以下で

あること。 

 

(ｱ) 基地局 

基地局のスプリアス領域における不要発射の強度の許容値は、表 10に示す

値であること。ただし、25.5GHzから 31GHzの周波数の範囲を除く。 

また、一の送信装置において同一周波数帯で複数の搬送波（変調後の搬送波

をいう。以下５．３において同じ。）を送信する場合にあたっては、複数の搬

送波を同時に送信した場合においても、本規定を満足すること。ただし、

25.5GHz から 31GHzの周波数の範囲を除く。 

 

表 10 スプリアス領域における不要発射の強度の許容値（基地局）基本 

周波数範囲 許容値 参照帯域幅 

30MHz以上1000MHz未満 -13dBm 100kHz 

1000MHz以上上端の周波数の２倍未満 -13dBm １MHz 
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(ｲ) 移動局 

移動局のスプリアス領域における不要発射の強度の許容値は、50MHzシステ

ムにあっては周波数離調（送信周波数帯域の中心周波数から参照帯域幅の送信

周波数帯に近い方の端までの差の周波数を指す。搬送波が隣接するキャリアア

グリゲーションの場合を除き、以下同じ。）が 125MHz以上、100MHzシステムに

あたっては周波数離調が 250MHz以上、200MHzシステムにあたっては周波数離

調が 500MHz以上、400MHzシステムにあたっては周波数離調が 1000MHz以上に

適用する。なお、通信にあたって移動局に割り当てる周波数の範囲（リソース

ブロック）を基地局の制御によって制限し、あるいは送信電力を基地局や移動

局の制御によって制限すること又はそれらの組合せの制御によって制限する

ことで、その条件での許容値とすることができる。 

搬送波が隣接するキャリアアグリゲーションで搬送する場合、複数の搬送波

で送信している条件での許容値とし、複数の搬送波の帯域幅の合計値が、

100MHz システムにあたっては周波数離調（隣接する複数の搬送波の送信帯域

幅の中心周波数から参照帯域幅の送信周波数帯に近い方の端までの差の周波

数を指す。搬送波が隣接するキャリアアグリゲーションの場合にあっては、以

下同じ。）が 250MHz 以上、200MHz システムにあたっては周波数離調が 500MHz

以上、300MHzシステムにあたっては周波数離調が 750MHz以上、400MHzシステ

ムにあたっては周波数離調が 1000MHz 以上、450MHz システムにあっては周波

数離調が 1125MHz 以上、500MHz システムにあっては周波数離調が 1250MHz 以

上、600MHz システムにあっては周波数離調が 1500MHz 以上、650MHz システム

にあっては周波数離調が 1625MHz 以上、700MHz システムにあっては周波数離

調が 1750MHz 以上、800MHz システムにあっては周波数離調が 2000MHz 以上の

周波数範囲に適用する。 

搬送波が隣接しないキャリアアグリゲーションで送信する場合、一の搬送波

のスプリアス領域が他の搬送波の送信周波数帯域及び帯域外領域と重複する

場合には、当該周波数範囲においては本規定を適用しない。なお、送信する周

波数の組合せにより測定する周波数範囲における許容値が異なる場合は、どち

らか高い方の許容値を適用する。 

 

表 11 スプリアス領域における不要発射の強度の許容値（移動局）基本 

周波数範囲 許容値 参照帯域幅 

６GHz以上12.75GHz未満 -30dBm １MHz 

12.75GHz以上上端の周波数の２倍未満 -13dBm １MHz 
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オ 隣接チャネル漏えい電力 

(ｱ) 基地局 

基地局の隣接チャネル漏えい電力が、表 12に示す絶対値規定又は相対値規

定のいずれかの許容値を各離調周波数（送信周波数帯域の中心周波数から隣接

チャネル漏えい電力の参照帯域の中心周波数までの差の周波数を指す。以下、

同じ。）において満足すること。 

一の送信装置において同一周波数帯で複数の搬送波を同時に送信する場合

は、最も下側の搬送波の下側及び最も上側の搬送波の上側における隣接チャネ

ル漏えい電力が表 12に示す絶対値規定又は相対値規定のいずれかの許容値を

各離調周波数において満足すること。 

 

表 12 隣接チャネル漏えい電力（基地局） 

システム 規定の種別 離調周波数 許容値 参照帯域幅 

50MHzシステム 
絶対値規定 50MHz -10.3dBm/MHz 47.52MHz 

相対値規定 50MHz -25.7dBc 47.52MHz 

100MHzシステム 
絶対値規定 100MHz -10.3dBm/MHz 95.04MHz 

相対値規定 100MHz -25.7dBc 95.04MHz 

200MHzシステム 
絶対値規定 200MHz -10.3dBm/MHz 190.08MHz 

相対値規定 200MHz -25.7dBc 190.08MHz 

400MHzシステム 
絶対値規定 400MHz -10.3dBm/MHz 380.16MHz 

相対値規定 400MHz -25.7dBc 380.16MHz 

 

一の送信装置において同一周波数帯で隣接しない複数の搬送波を同時に送

信する場合は、隣接チャネル漏えい電力が表 13に示す絶対値規定又は相対値

規定のいずれかの許容値を各オフセット周波数において満足すること。 
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表 13 隣接チャネル漏えい電力（隣接しない複数の搬送波を発射する基地局） 

システム 周波数差注２ 規定の種別 
オフセット

周波数注３ 
許容値 参照帯域幅 

200MHz未満の 

システム 

（他方の搬送波が

200MHz未満の 

システムの場合） 

50MHz以上 

100MHz未満 

絶対値規定 25MHz -10.3dBm/MHz 47.52MHz 

相対値規定 25MHz -25.7dBc注４ 47.52MHz 

100MHz以上 
絶対値規定 25MHz -10.3dBm/MHz 47.52MHz 

相対値規定 25MHz -25.7dBc注５ 47.52MHz 

200MHz未満の 

システム 

（他方の搬送波が

200MHz以上の 

システムの場合） 

50MHz以上 

250MHz未満 

絶対値規定 25MHz -10.3dBm/MHz 47.52MHz 

相対値規定 25MHz -25.7dBc注４ 47.52MHz 

250MHz以上 
絶対値規定 25MHz -10.3dBm/MHz 47.52MHz 

相対値規定 25MHz -25.7dBc注５ 47.52MHz 

200MHz以上の 

システム 

（他方の搬送波が

200MHz以上の 

システムの場合） 

200MHz以上 

400MHz未満 

絶対値規定 100MHz -10.3dBm/MHz 190.08MHz 

相対値規定 100MHz -25.7dBc注４ 190.08MHz 

400MHz以上 
絶対値規定 100MHz -10.3dBm/MHz 190.08MHz 

相対値規定 100MHz -25.7dBc注５ 190.08MHz 

200MHz以上の 

システム 

（他方の搬送波が

200MHz未満の 

システムの場合） 

200MHz以上 

250MHz未満 

絶対値規定 100MHz -10.3dBm/MHz 190.08MHz 

相対値規定 100MHz -25.7dBc注４ 190.08MHz 

250MHz以上 
絶対値規定 100MHz -10.3dBm/MHz 190.08MHz 

相対値規定 100MHz -25.7dBc注５ 190.08MHz 

注１ 本表は、下側の搬送波の送信周波数帯域の上端から、上側の搬送波の送信周波数帯域の

下端までの周波数範囲に適用する。３波以上の搬送波の場合には、近接する搬送波の間の

周波数範囲に適用する。 

注２ 下側の搬送波の送信周波数帯域の上端から、上側の搬送波の送信周波数帯域の下端まで

の周波数差 

注３ 下側の搬送波の送信周波数帯域の上端又は上側の搬送波の送信周波数帯域の下端から隣

接チャネル漏えい電力の測定帯域の中心までの差の周波数 

注４ 基準となる搬送波の電力は、複数の搬送波の電力の和とする。 

注５ 基準となる搬送波の電力は、下側の搬送波又は上側の搬送波の電力とする。 
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(ｲ) 移動局 

移動局の隣接チャネル漏えい電力が、表 14に示す絶対値規定又は相対値規

定のいずれかの許容値を各離調周波数において満足すること。なお、通信にあ

たって移動局に割り当てる周波数の範囲（リソースブロック）を基地局の制御

によって制限し、あるいは送信電力を基地局や移動局の制御によって制限する

ことで、その条件での許容値とすることができる。 

 

表 14 隣接チャネル漏えい電力（移動局）基本 

システム 規定の種別 離調周波数 許容値 参照帯域幅 

50MHzシステム 
絶対値規定 50MHz -35dBm 47.52MHz 

相対値規定 50MHz -10.7dBc 47.52MHz 

100MHzシステム 
絶対値規定 100MHz -35dBm 95.04MHz 

相対値規定 100MHz -10.7dBc 95.04MHz 

200MHzシステム 
絶対値規定 200MHz -35dBm 190.08MHz 

相対値規定 200MHz -7.7dBc 190.08MHz 

400MHzシステム 
絶対値規定 400MHz -35dBm 380.16MHz 

相対値規定 400MHz -4.7dBc 380.16MHz 

 

搬送波が隣接するキャリアアグリゲーションで送信する場合の許容値は、複

数の搬送波を一体と見なし、表 15に示す絶対値規定は又は相対値規定のどち

らか高い方であること。なお、相対値規定の際、基準となる搬送波電力は、キャ

リアアグリゲーションで送信する隣接する複数の搬送波電力の和とする。 
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表 15 隣接チャネル漏えい電力（移動局）キャリアアグリゲーション 

システム 規定の種別 離調周波数 許容値 参照帯域幅 

100MHzシステム 
絶対値規定 100MHz -35dBm 97.58MHz 

相対値規定 100MHz -10.7dBc 97.58MHz 

200MHzシステム 
絶対値規定 200MHz -35dBm 195.16MHz 

相対値規定 200MHz -7.7dBc 195.16MHz 

300MHzシステム 
絶対値規定 300MHz -35dBm 295.16MHz 

相対値規定 300MHz -5.9dBc 295.16MHz 

400MHzシステム 
絶対値規定 400MHz -35dBm 395.16MHz 

相対値規定 400MHz -4.7dBc 395.16MHz 

450MHzシステム 
絶対値規定 450MHz -35dBm 443.89MHz 

相対値規定 450MHz -4.2dBc 443.89MHz 

500MHzシステム 
絶対値規定 500MHz -35dBm 495.16MHz 

相対値規定 500MHz -3.7dBc 495.16MHz 

600MHzシステム 
絶対値規定 600MHz -35dBm 595.16MHz 

相対値規定 600MHz -2.9dBc 595.16MHz 

650MHzシステム 
絶対値規定 650MHz -35dBm 643.89MHz 

相対値規定 650MHz -2.6dBc 643.89MHz 

700MHzシステム 
絶対値規定 700MHz -35dBm 695.16MHz 

相対値規定 700MHz -2.3dBc 695.16MHz 

800MHzシステム 
絶対値規定 800MHz -35dBm 795.16MHz 

相対値規定 800MHz -1.7dBc 795.16MHz 

 

搬送波が隣接しないキャリアアグリゲーションで送信する場合、各送信周波

数帯域の端（他方の送信搬送波に近い端に限る。）の間隔が各搬送波の占有周

波数帯幅よりも狭い場合はその間隔内においては本規定を適用しない。 
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カ スペクトラムマスク 

(ｱ) 基地局 

送信周波数帯域の端（不要発射の強度の測定帯域に近い端に限る。）から不

要発射の強度の測定帯域の中心周波数までの差のオフセット周波数（Δｆ）に

対して、不要発射の強度の総和が表 16に示す許容値以下であること。ただし、

25.5GHzから 31GHzの周波数範囲に限り適用する。 

また、一の送信装置において同一周波数帯で複数の搬送波を送信する場合に

あっては、複数の搬送波を同時に送信した場合においても、最も下側の搬送波

の下側及び最も上側の搬送波の上側において、本規定を満足すること。ただし、

25.5GHzから 31GHzの周波数範囲に限り適用する。 

一の送信装置において同一周波数帯で隣接しない複数の搬送波を同時に送

信する場合は、下側の搬送波の送信周波数帯域の上端から、上側の搬送波の送

信周波数帯域の下端までの周波数範囲においては、各搬送波に属するスペクト

ラムマスクの許容値の総和を満たすこと。ただし、下側の搬送波の送信周波数

帯域の上端、及び上側の搬送波の送信周波数帯域の下端から送信周波数帯域幅

（搬送波が隣接するキャリアアグリゲーションの場合は各搬送波の周波数帯

域幅の合計）の 10%以上離れた周波数範囲においては、-13dBm/MHzを満足する

こと。 

 

表 16 スペクトラムマスク（基地局） 

オフセット周波数|Δf |(MHz) 許容値 参照帯域幅 

0.5MHz以上10%+0.5MHz未満 -2.3dBm １MHz 

10%+0.5MHz以上 -13dBm １MHz 
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(ｲ) 移動局 

送信周波数帯域の端（不要発射の強度の測定帯域に近い端に限る。）から不

要発射の強度の測定帯域の最寄りの端までのオフセット周波数（Δｆ）に対し

て、システム毎に空中線電力の総和において表 17に示す許容値以下であるこ

と。なお、通信にあたって移動局に割り当てる周波数の範囲（リソースブロッ

ク）を基地局の制御によって制限し、あるいは送信電力を基地局や移動局の制

御によって制限すること又はそれらの組合せによる制御によって制限するこ

とで、その条件での許容値とすることができる。 

 

表 17 スペクトラムマスク（移動局） 

オフセット周波数|Δf| 

システム毎の許容値（dBm） 
参照帯

域幅 
50 

MHz 

100 

MHz 

200 

MHz 

400 

MHz 

０MHz以上５MHz未満 1.5 1.5 1.5 1.5 １MHz  

５MHz以上10MHz未満 -6.5 1.5 1.5 1.5 １MHz 

10MHz以上20MHz未満 -6.5 -6.5 1.5 1.5 １MHz 

20MHz以上40MHz未満 -6.5 -6.5 -6.5 1.5 １MHz 

40MHz以上100MHz未満 -6.5 -6.5 -6.5 -6.5 １MHz 

100MHz以上200MHz未満  -6.5 -6.5 -6.5 １MHz 

200MHz以上400MHz未満   -6.5 -6.5 １MHz 

400MHz以上800MHz未満    -6.5 １MHz 
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搬送波が隣接するキャリアアグリゲーションで送信する場合、表 18に示す許容

値以下であること。 

 

表 18 スペクトラムマスク（移動局）キャリアアグリゲーション 

オフセット周波数|Δf| 

システム毎の許容値（dBm） 

参照帯域幅 100 

MHz 

200 

MHz 

300 

MHz 

400 

MHz 

450 

MHz 

０MHz以上10MHz未満 1.5 1.5 1.5 1.5 1.5 １MHz 

10MHz以上20MHz未満 -6.5 1.5 1.5 1.5 1.5 １MHz 

20MHz以上30MHz未満 -6.5 -6.5 1.5 1.5 1.5 １MHz 

30MHz以上40MHz未満 -6.5 -6.5 -6.5 1.5 1.5 １MHz 

40MHz以上45MHz未満 -6.5 -6.5 -6.5 -6.5 1.5 １MHz 

45MHz以上200MHz未満 -6.5 -6.5 -6.5 -6.5 -6.5 １MHz 

200MHz以上400MHz未満  -6.5 -6.5 -6.5 -6.5 １MHz 

400MHz以上600MHz未満   -6.5 -6.5 -6.5 １MHz 

600MHz以上800MHz未満    -6.5 -6.5 １MHz 

800MHz以上900MHz未満     -6.5 １MHz 

オフセット周波数|Δf| 

システム毎の許容値（dBm） 

参照帯域幅 500 

MHz 

600 

MHz 

650 

MHz 

700 

MHz 

800 

MHz 

０MHz以上50MHz未満 1.5 1.5 1.5 1.5 1.5 １MHz 

50MHz以上60MHz未満 -6.5 1.5 1.5 1.5 1.5 １MHz 

60MHz以上65MHz未満 -6.5 -6.5 1.5 1.5 1.5 １MHz 

65MHz以上70MHz未満 -6.5 -6.5 -6.5 1.5 1.5 １MHz 

70MHz以上80MHz未満 -6.5 -6.5 -6.5 -6.5 1.5 １MHz 

80MHz以上1000MHz未満 -6.5 -6.5 -6.5 -6.5 -6.5 １MHz 

1000MHz以上1200MHz未満  -6.5 -6.5 -6.5 -6.5 １MHz 

1200MHz以上1300MHz未満   -6.5 -6.5 -6.5 １MHz 

1300MHz以上1400MHz未満    -6.5 -6.5 １MHz 

1400MHz以上1600MHz未満     -6.5 １MHz 

 

搬送波が隣接しないキャリアアグリゲーションで送信する場合、各搬送波の不

要発射の強度の測定帯域が重複する場合は、どちらか高い方の許容値を適用する。

また、各搬送波の不要発射の強度の測定帯域が他方の搬送波の送信周波数帯域と

重複する場合、その周波数範囲においては本規定を適用しない。 
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キ 占有周波数帯幅の許容値 

(ｱ) 基地局 

各システムの 99%帯域幅は、表 19のとおりとする。 

表 19 各システムの 99％帯域幅（基地局） 

システム 99％帯域幅 

50MHzシステム 50MHz以下 

100MHzシステム 100MHz以下 

200MHzシステム 200MHz以下 

400MHzシステム 400MHz以下 

 

(ｲ) 移動局 

各システムの 99％帯域幅は、 表 20のとおりとする。 

表 20 各システムの 99％帯域幅（移動局） 

システム 99％帯域幅 

50MHzシステム 50MHz以下 

100MHzシステム 100MHz以下 

200MHzシステム 200MHz以下 

400MHzシステム 400MHz以下 

 

搬送波が隣接するキャリアアグリゲーションで送信する場合、表 21に示す

幅以下の中に、発射される全平均電力の 99％が含まれること。 

 

表 21 搬送波が隣接するキャリアアグリゲーションで送信する際の 99%帯域幅（移動局） 

システム 99％帯域幅 

100MHz システム 100MHz 以下 

200MHz システム 200MHz 以下 

300MHz システム 300MHz 以下 

400MHz システム 400MHz 以下 

450MHz システム 450MHz 以下 

500MHz システム 500MHz 以下 

600MHz システム 600MHz 以下 

650MHz システム 650MHz 以下 

700MHz システム 700MHz 以下 

800MHz システム 800MHz 以下 
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ク 最大空中線電力及び空中線電力の許容偏差 

(ｱ) 基地局 

定格空中線電力の最大値は、原則として、屋外では 5dBm/MHz、屋内では

0dBm/MHzであること。空中線電力の許容偏差は、定格空中線電力の±5.1dB以

内であること。 

(ｲ) 移動局 

定格空中線電力の最大値は、23dBm であること。空中線電力の許容偏差は、

定格空中線電力に+3.6dBを加えた値以下であること。 

 

ケ 空中線絶対利得の許容値 

(ｱ) 基地局 

空中線絶対利得は、原則として、23dBi以下とすること。 

ただし、等価等方輻射電力が、絶対利得23dBiの空中線に定格空中線電力の最大

値を加えたときの値以下となる場合は、その低下分を空中線の利得で補うことが

できるものとする。 

(ｲ) 移動局 

空中線絶対利得は20dBi以下とすること。 

ただし、等価等方輻射電力が、絶対利得20dBiの空中線に定格空中線電力の最大

値を加えたときの値以下となる場合は、その低下分を空中線の利得で補うことが

できるものとする。 

 

コ 送信オフ時電力 

(ｱ) 基地局 

規定しない。 

(ｲ) 移動局 

送信を停止した時、送信機の出力雑音電力スペクトル密度の許容値は、送信帯

域の周波数で、移動局空中線端子において、以下の許容値以下であること。ただ

し、測定系の環境上、以下の許容値を測定することが困難な場合には、別途定める

測定法の検知下限以下であるものとする。 

 

表 22 送信オフ時電力 

 システム毎の許容値 

50MHzシステム 100MHzシステム 200MHzシステム 400MHzシステム 

送信オフ時電力 -13.6dBm -10.6dBm -7.6dBm -4.6dBm 

参照帯域幅 47.52MHz 95.04MHz 190.08MHz 380.16MHz 

 

サ 送信相互変調特性 

規定しない。 
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 受信装置 

マルチパスのない受信レベルの安定した条件下（静特性下）において、以下の技術的

条件を満たすこと。なお、本技術的条件に適用した測定器の許容誤差については暫

定値であり、3GPPの議論が確定した後、適切な値を検討することが望ましい。 

 

ア キャリアアグリゲーション 

基地局については、一の受信装置で異なる周波数帯の搬送波を受信する場合につ

いては今回の審議の対象外としており、そのような受信装置が実現される場合には、

その副次的に発する電波等の限度について別途検討が必要である。 

移動局については、キャリアアグリゲーションで受信可能な搬送波の組合せで受

信している状態で搬送波毎にウからオに定める技術的条件を満足すること。ただし、

それぞれの項目において別に定めがある場合は、この限りでない。 

 

イ アクティブアンテナ 

28GHz帯においては、空中線端子を有さないアクティブアンテナと組合せた基地局

及び空中線端子を有さないアクティブアンテナ又はノーマルアンテナと組合せた移

動局のみが定義されるため、全ての技術的条件における測定法はＯＴＡによるもの

とする。 

希望波電力、妨害波電力等の規定値は、受信機が配置される場所における電力と

すること。 
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ウ 受信感度 

受信感度は、規定の通信チャネル信号（QPSK、符号化率 1/3）を最大値の 95％以上

のスループットで受信するために必要な最小受信電力であり静特性下において以下

に示す値（基準感度）であること。 

 

(ｱ) 基地局 

静特性下において、表 23の値以下の値であること。ただし、希望波の電力はア

ンテナ面における電力とする。 

 

表 23 受信感度（基地局） 

周波数帯域 基準感度(dBm) 

28.2GHz-28.3GHz -80.6 

 

(ｲ) 移動局 

静特性下において、チャネル帯域幅毎に表 24の値以下であること。ただし、希

望波の電力はアンテナ面における電力とする。 

 

表 24 受信感度（移動局） 

周波数帯域 

システム毎の基準感度(dBm)  

50MHz 

システム 

100MHz 

システム 

200MHz 

システム 

400MHz 

システム 

28.2GHz-28.3GHz  -83 -80 -77 -74 

 

搬送波が隣接するキャリアアグリゲーションで受信する場合、静特性下におい

て複数の搬送波で受信している条件とし、受信搬送波毎に上記の表の基準感度以

下の値であること。 
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エ ブロッキング 

ブロッキングは、１つの変調妨害波存在下で希望信号を受信する受信機能力の尺

度であり、以下の条件下で希望波と変調妨害波を加えた時、規定の通信チャネル信

号（QPSK、符号化率 1/3）を最大値の 95％以上のスループットで受信できること。 

 

(ｱ) 基地局 

静特性下において、以下の条件とする。ただし、希望波及び妨害波の電力はアン

テナ面における電力とする。 

 

表 25 ブロッキング（基地局） 

 
50MHz 

システム 

100MHz 

システム 

200MHz 

システム 

400MHz 

システム 

希望波の受信電力 基準感度+６dB 基準感度+６dB 基準感度+６dB 基準感度+６dB 

変調妨害波の離調

周波数 
100MHz 125MHz 175MHz 275MHz 

変調妨害波の電力 基準感度+33dB 基準感度+33dB 基準感度+33dB 基準感度+33dB 

変調妨害波の周波

数幅 
50MHz 50MHz 50MHz 50MHz 

 

(ｲ) 移動局 

静特性下において、以下の条件とする。ただし、希望波及び妨害波の電力はアン

テナ面における電力とする。 

 

表 26 ブロッキング（移動局）基本 

 
50MHz 

システム 

100MHz 

システム 

200MHz 

システム 

400MHz 

システム 

希望波の受信電力 基準感度+14dB 基準感度+14dB 基準感度+14dB 基準感度+14dB 

変調妨害波の 

離調周波数 
100MHz 200MHz 400MHz 800MHz 

変調妨害波の電力 基準感度+35.5dB 基準感度+35.5dB 基準感度+35.5dB 基準感度+35.5dB 

変調妨害波の 

周波数幅 
50MHz 100MHz 200MHz 400MHz 
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搬送波が隣接するキャリアアグリゲーションで受信する場合、静特性下におい

て複数の搬送波で受信している条件とし、受信搬送波毎に以下の条件とする。 

 

表 27 ブロッキング（移動局）キャリアアグリゲーション 

 
100MHz 

システム 

200MHz 

システム 

300MHz 

システム 

400MHz 

システム 

450MHz 

システム 

希望波の受信

電力注 
基準感度+14dB 基準感度+14dB 基準感度+14dB 基準感度+14dB 基準感度+14dB 

変調妨害波の

離調周波数 
200MHz 400MHz 600MHz 800MHz 900MHz 

変調妨害波の

電力 

希望波の受信

電力の合計

+21.5dB 

希望波の受信

電力の合計

+21.5dB 

希望波の受信

電力の合計

+21.5dB 

希望波の受信

電力の合計

+21.5dB 

希望波の受信

電力の合計

+21.5dB 

変調妨害波の

周波数幅 
100MHz 200MHz 300MHz 400MHz 450MHz 

 
500MHz 

システム 

600MHz 

システム 

650MHz 

システム 

700MHz 

システム 

800MHz 

システム 

希望波の受信

電力注 
基準感度+14dB 基準感度+14dB 基準感度+14dB 基準感度+14dB 基準感度+14dB 

変調妨害波の

離調周波数 
1000MHz 1200MHz 1300MHz 1400MHz 1600MHz 

変調妨害波の

電力 

希望波の受信

電力の合計

+21.5dB 

希望波の受信

電力の合計

+21.5dB 

希望波の受信

電力の合計

+21.5dB 

希望波の受信

電力の合計

+21.5dB 

希望波の受信

電力の合計

+21.5dB 

変調妨害波の

周波数幅 
500MHz 600MHz 650MHz 700MHz 800MHz 

注 受信搬送波毎の電力とする 
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オ 隣接チャネル選択度 

隣接チャネル選択度は、隣接する搬送波に配置された変調妨害波の存在下で希望

信号を受信する受信機能力の尺度であり、以下の条件下で希望波と変調妨害波を基

地局又は移動局が設置される場所に加えた時、規定の通信チャネル信号（QPSK、符号

化率 1/3）を最大値の 95％以上のスループットで受信できること。 

 

(ｱ) 基地局 

静特性下において、以下の条件とすること。ただし、希望波及び妨害波の電力は

アンテナ面における電力とする。 

 

表 28 隣接チャネル選択度（基地局） 

 
50MHz 

システム 

100MHz 

システム 

200MHz 

システム 

400MHz 

システム 

希望波の受信

電力 
基準感度+６dB 基準感度+６dB 基準感度+６dB 基準感度+６dB 

変調妨害波の

離調周波数 
49.29MHz 74.31MHz 124.29MHz 224.31MHz 

変調妨害波の

電力 
基準感度+27.7dB 基準感度+27.7 dB 基準感度+27.7 dB 基準感度+27.7 dB 

変調妨害波の

周波数幅 
50MHz 50MHz 50MHz 50MHz 

 

(ｲ) 移動局 

静特性下において、以下の条件とすること。ただし、希望波及び妨害波の電力は

アンテナ面における電力とする。 

 

表 29 隣接チャネル選択度（移動局）基本 

 
50MHz 

システム 

100MHz 

システム 

200MHz 

システム 

400MHz 

システム 

希望波の受信電力 基準感度+14dB 基準感度+14dB 基準感度+14dB 基準感度+14dB 

変調妨害波の 

離調周波数 
50MHz 100MHz 200MHz 400MHz 

変調妨害波の電力 基準感度+35.5dB 基準感度+35.5dB 基準感度+35.5dB 基準感度+35.5dB 

変調妨害波の 

周波数幅 
50MHz 100MHz 200MHz 400MHz 

 

  



51 
 

搬送波が隣接するキャリアアグリゲーションの場合、静特性下で複数の搬送波

で受信している条件において、以下の条件であること。 

 

表 30 隣接チャネル選択度（移動局）キャリアアグリゲーション 

 
100MHz 

システム 

200MHz 

システム 

300MHz 

システム 

400MHz 

システム 

450MHz 

システム 

希望波の受信電力注 
基準感度

+14dB 

基準感度

+14dB 

基準感度

+14dB 

基準感度

+14dB 

基準感度

+14dB 

変調妨害波の 

離調周波数 
100MHz 200MHz 300MHz 400MHz 450MHz 

変調妨害波の電力 

希望波の受信

電力の合計

+21.5dB 

希望波の受信

電力の合計

+21.5dB 

希望波の受信

電力の合計

+21.5dB 

希望波の受信

電力の合計

+21.5dB 

希望波の受信

電力の合計

+21.5dB 

変調妨害波の 

周波数幅 
100MHz 200MHz 300MHz 400MHz 450MHz 

 
500MHz 

システム 

600MHz 

システム 

650MHz 

システム 

700MHz 

システム 

800MHz 

システム 

希望波の受信電力注 
基準感度

+14dB 

基準感度

+14dB 

基準感度

+14dB 

基準感度

+14dB 

基準感度

+14dB 

変調妨害波の 

離調周波数 
500MHz 600MHz 650MHz 700MHz 800MHz 

変調妨害波の電力 

希望波の受信

電力の合計

+21.5dB 

希望波の受信

電力の合計

+21.5dB 

希望波の受信

電力の合計

+21.5dB 

希望波の受信

電力の合計

+21.5dB 

希望波の受信

電力の合計

+21.5dB 

変調妨害波の 

周波数幅 
500MHz 600MHz 650MHz 700MHz 800MHz 

注 受信搬送波毎の電力とする 
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カ 相互変調特性 

３次相互変調の関係にある電力が等しい２つの無変調妨害波又は一方が変調され

た妨害波の存在下で希望信号を受信する受信機能力の尺度であり、次の条件下で希

望波と３次相互変調を生ずる関係にある無変調波と変調波の２つの妨害波を加えた

時、規定の通信チャネル信号（QPSK、符号化率 1/3）を最大値の 95％以上のスループ

ットで受信できること。 

 

(ｱ) 基地局 

静特性下において、以下の条件とすること。ただし、希望波及び妨害波の電力は

アンテナ面における電力とする。 

 

表 31 相互変調特性（基地局） 

 
50MHz 

システム 

100MHz 

システム 

200MHz 

システム 

400MHz 

システム 

希望波の受信電力 基準感度+６dB 基準感度+６dB 基準感度+６dB 基準感度+６dB 

無変調妨害波の 

離調周波数 
32.5MHz 56.88MHz 105.64MHz 206.02MHz 

無変調妨害波の 

電力 
基準感度+25dB 基準感度+25dB 基準感度+25dB 基準感度+25dB 

変調妨害波の 

離調周波数 
65MHz 90MHz 140MHz 245MHz 

変調妨害波の 

電力 
基準感度+25dB 基準感度+25dB 基準感度+25dB 基準感度+25dB 

変調妨害波の 

周波数幅 
50MHz 50MHz 50MHz 50MHz 

 

(ｲ) 移動局 

規定しない。 
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キ 副次的に発する電波等の限度 

(ｱ) 基地局 

受信状態で、空中線端子から発射される電波は、表 32に示す値以下であること。

ただし、25.5GHzから31GHzの周波数の範囲を除く。 

 

表 32 副次的に発する電波等の限度（基地局） 

周波数範囲 許容値 参照帯域幅 

30MHz以上1,000MHz未満 -54.5dBm 100kHz 

1,000MHz以上12.75GHz未満 -44.3dBm １MHz 

12.75GHz以上上端の周波数の２倍未満 -36dBm １MHz 

 

(ｲ) 移動局 

受信状態で、空中線端子から発射される電波は、表 33に示す値以下であること。 

 

表 33 副次的に発する電波等の限度（移動局） 

周波数範囲 許容値 参照帯域幅 

6GHz以上20GHz以下 -36.8dBm １MHz 

20GHzを越え40GHz以下 -29.8dBm １MHz 

40GHzを越え上端の周波数の２倍未満 -13.9dBm １MHz 
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 測定法 
測定法については、原則として、新世代モバイル通信システム委員会報告（平成 30

年７月）の「６．２．４ 測定法」と同じものとする。ただし、試験機器に空中線端

子がある場合は空中線電力を直接測定できることとし、また送信空中線の絶対利得が

明らかな場合は等価等方輻射電力を測定し空中線絶対利得の値を用いて空中端子に

おける値を算出する方法をとることができるものとする。 

 端末設備として移動局に求められる技術的な条件 
端末設備として移動局に求められる技術的な条件は、新世代モバイル通信システム

委員会報告（平成 30 年７月）の「６．２．５ 端末設備として移動局に求められる

技術的な条件」と同じものとする。 

 その他の事項 
基地局の空中線電力、空中線利得、等価等方輻射電力及び空中線指向特性等につい

ては、原則として、新世代モバイル通信システム委員会報告（平成 30年７月）の「５．

２．１ 基地局の干渉検討で用いる諸元」を上限とすることとし、当該諸元を越えた

基地局の開設にあたっては、衛星通信事業者等との協議を行うなどの事前の協議及び

検討を行うこととする。 

当面の間は、隣接周波数を利用する全国キャリアと協議を行い、当該全国キャリア

の５Ｇシステムとネットワーク同期することを基本とする。ただし、協議の結果、非

同期で運用可能と相互に合意した場合には、非同期でも運用可能とする。 
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 地域ＢＷＡ帯域における自営ＢＷＡ利用の導入 

 地域ＢＷＡ帯域における自営ＢＷＡ利用の割当の基本方針 

 割当の対象範囲 

地域ＢＷＡ帯域における自営ＢＷＡ利用については、「自己の建物内」又は「自

己の土地の敷地内」で、建物又は土地の所有者等に免許することを基本とする。ま

た、当該所有者等からシステム構築を依頼された者も、依頼を受けた範囲内で免許

取得を可能とする。 

ただし、地域ＢＷＡで利用されていない場所又は近い将来利用する可能性が低い

場所で開設することを基本とする。 

また、自営ＢＷＡの免許取得後に、同じ場所において地域ＢＷＡが参入する場合

には、地域ＢＷＡの無線局に混信を与えないように協議等を行い、自営ＢＷＡの無

線局の空中線位置や方向の調整等を行う事を自営ＢＷＡの免許の条件とする。ただ

し、既に自営 BWA利用されている場所に地域 BWAが参入する場合においても、一方

的に参入するのではなく、共用の可能性や参入する地域ＢＷＡを通じて既存の自営

ＢＷＡと同等のサービスを提供する可能性等に関する事前の話合いの場を設ける

など、一定の自営ＢＷＡ利用の保護措置を設けることとする。 

 

 

  図 17 自営ＢＷＡ利用導入後の地域ＢＷＡ帯域の利用イメージ 
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 全国キャリアによる自営ＢＷＡの免許取得について 

建物又は土地の所有者等から依頼を受けて自営 BWAの免許を取得できる者は、地

域 BWAと同様とし、全国キャリア及びその子法人等の免許取得は不可とする。 

 地域ＢＷＡ帯域における自営ＢＷＡ利用の干渉検討 
地域ＢＷＡと自営ＢＷＡは同じ無線技術を利用することから、地域ＢＷＡの技術的

条件をまとめた「携帯電話等高度化委員会報告（平成 25年５月）」の「第２章 広帯

域移動無線アクセスシステムの干渉検討」及び「新世代モバイル通信システム委員会

報告（平成 27 年９月）」の「６．３ 他システムとの干渉検討の考え方」を踏襲し、

新たな干渉検討は不要とする。 

 地域ＢＷＡ帯域における自営ＢＷＡ利用の技術的条件 
地域ＢＷＡと自営ＢＷＡは同じ無線技術を利用することから、地域ＢＷＡ帯域にお

ける自営ＢＷＡ利用の技術的条件については、地域ＢＷＡの技術的条件をまとめた

「新世代モバイル通信システム委員会報告（平成 27年９月）」の「第９章 広帯域移

動無線アクセスシステムの技術的条件」と同じものとする。 

 電波の有効利用確保について 
一定期間経過後に、地域ＢＷＡ帯域の周波数の利用度が低い（免許人が少ない若し

くは地理的カバー率が低い等）ことが明らかになった場合には、地域ＢＷＡ帯域の利

用方法の見直しを検討することが適当である。 

また、同様に、理由なく電波の利用効率の悪い技術を活用していること等が明らか

になった場合には、より利用効率の高い技術の活用を促す等、電波の利用状況を把握

し、有効利用確保に向けた取組を行うことが必要である。 
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V 検討結果 

新世代モバイル通信システム委員会は、情報通信審議会諮問第 2038号「新世代モバイル

通信システムの技術的条件」（平成 28年 10月 12日諮問）のうち「地域ニーズや個別ニーズ

に応じて様々な主体が利用可能な第５世代移動通信システム（ローカル５Ｇ）の技術的条件

等」について、別添のとおり取りまとめた。 
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情報通信審議会 情報通信技術分科会 
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三瓶 政一 大阪大学大学院 工学研究科 電気電子情報工学専攻 教授 

委員 江村 克己 日本電気株式会社 取締役執行役員常務 兼 CTO 
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〃 岩浪 剛太 株式会社インフォシティ 代表取締役 

〃 内田 信行 
楽天モバイルネットワーク株式会社 
ネットワーク本部副本部長兼技術開発室長 

〃 内田 義昭 KDDI株式会社 代表取締役執行役員副社長 技術統括本部長 

〃 大岸 裕子 
ソニー株式会社 R&Dプラットフォーム 
デバイス&マテリアル研究開発本部 企画部 統括部長 

〃 大谷 和子 株式会社日本総合研究所 執行役員 経営管理部門 法務部長 
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〃 宮川 潤一 
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別表１ 
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別表２ 
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参考資料１ 干渉検討に用いた伝搬式（見通し外：NLOS の場合） 

 

参１．１ 勧告 ITU-R P.1411 Over roof-topモデル 注 1 

 同一周波数を使用する５Ｇ相互間の干渉検討のうち、［基地局⇒陸上移動局］［陸上移

動局⇒基地局］における最悪値条件で使用。 

 

（１） 伝搬式 
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（２） 干渉計算の条件 

    

 

    

  

 

注 1 勧告 ITU-R P.1411-9（06/2017）Propagation data and prediction methods 

for the planning of short-range outdoor radio communication systems and radio 

local area networks in the frequency range 300MHz to 100GHz 

 

  

【基地局⇒陸上移動局】 

hr：5.5m 

h1：6m 

h2：1.5m 

w：25m 

φ：90 度 

5.5m 
6m 

1.5m 

【陸上移動局⇒基地局】 

hr：2m 

h1：1.5m 

h2：6m、3m 

w：25m 

φ：90 度 

2m 
3m , 6m 

1.5m 
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参考資料２ 干渉検討における計算の過程 

 

参２．１ 同一周波数を使用する５Ｇ相互間［基地局⇒陸上移動局］ 
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参２．２ 同一周波数を使用する５Ｇ相互間［陸上移動局⇒基地局］ 
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